市街化調整区域内における開発許可に関する事前相談票

（法第34条第1号　許可基準第４(2)）

	相談者住所氏名
	
	電話番号

FAX番号
	

	建築主住所氏名
	
	電話番号
	

	建築場所
	
	敷地面積
	

	地目別敷地面積
	宅地：　　　　　㎡
	農地：　　　㎡
	その他（雑種地）　：　　　　㎡

	農地転用
	許可済（　　年　月　日　第　－　　号）　　
	申請中　　　申請予定

	建物用途
	
	構造・階数
	

	建物規模
	建築面積：　　　　　㎡
	該当条号
	法34条1号　（開発許可基準第4(2)）

	延べ面積
	延床面積：　　　　　㎡
	運用基準
	　―

	申請理由・概要
	

	
	

	
	

	
	

	既存建物の処理
	

	該当号等への適合性確認
	基準
	申請内容
	適否

	
	自己の業務用であること
	
	      　

	
	(2) 対象施設は、コンビニエンスストア（主として飲食料品を中心とした各種最寄り品をセルフサービス方式で小売りする事業所であり、14時間以上営業を行うものをいう。）で、次のいずれにも適合するものであること。ただし、現に存するコンビニエンスストアについては、ロ、ハ及びニの規定は適用しない。
	
	　　　

	
	イ  敷地面積は1,000平方メートル以下とし、建築物（別棟で建築されるごみ置場、物置等の小規模な建築物を除く。）は平屋建てで、当該用途に供する部分の床面積の合計は200平方メートル以下であること。
	
	　　　

	
	ロ　同種の店舗が、当該開発に係る申請地を中心とする半径500メートル以内の区域内に存在しないこと。
	
	　　
　　　

	
	ハ  当該開発に係る申請地は、市街化区域から直線距離で250メートル以上離れていること。
	
	　　　
　　　

	
	二  建築予定地は、法第34条第11号又は第12号の規定により指定する土地の区域内又はその周辺（外周線からおおむね50メートルの外郭の範囲）にあること。
	
	

	
	ホ　経営不振、倒産等による撤退後の土地利用の方針を明確にすること。
	
	

	
	ヘ　当該区域を所管する市又は町の長が、開発区域周辺の地域において居住している者の日常生活のために必要と認める事項に適合するものであること。
	
	


　　添付資料　　□土地登記簿謄本　□公図　□家屋登記簿謄本　□住民票　□耕作証明　□相談理由書
□位置図（1/2500、1/10000都市計画図）　□配置図　□平面図　□収用証明書　□その他
· 事前相談の段階での添付書類は判断するに足りる必要最小限とする。原則正本写しで可
